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１．はじめに 
 
混雑料金政策は社会厚生最大化の観点から経済学的
な正当性を保持している．しかし，混雑料金政策が技
術的に導入可能であるにも関わらず実際の社会におけ
る導入事例は限られている．主要な理由として以下が
挙げられる． 

(A)混雑料金の還元 
(B)混雑料金制度による利用者間の不公平性 

(A)について，混雑料金の還元がなければ利用者の余
剰は減少したままで，利用者は損失を被るだけである．
また，パレート改善を達成する混雑料金の還元は，そ
の設計が困難という問題がある．また(B)について，
社会的余剰が最大化されるような最適混雑料金を利用
者に賦課すると支払能力の低い利用者が排除される事
になり，公平性の観点から問題がある． 
上記の(A)に対して，toll-capital 定理の有効性が交
通経済学の分野で主張される事が多い．この定理は，
同質な利用者とリンク所要時間関数の０次同次性の２
つの仮定の下で混雑料金と道路建設投資量を政策変数
として社会的余剰を最大化した場合，(混雑料金収
入)=(道路建設投資額)となる事を示している．したが
って，混雑料金収入で道路建設投資を行えば，料金還
元を行う必要が無く，社会的余剰は最大化される．し
かし，toll-capital定理は利用者の異質性について考慮
しておらず，その場合にこの定理によって(A)の必要
が無くなるかについて分析されていない．また，この
定理によって利用者の異質性の下で発生する(B)が改
善されるか，改善されるとすればどの様な条件を要す
るのかについても分析されていない． 
本研究の目的は，利用者の異質性を考慮した toll-

capital 定理，及び異質な利用者のパレート改善性に
関して分析する事である．具体的に，いくつかの OD
からなる高速道路を対象として，第一に，利用者の異
質性を考慮した下で混雑料金・道路建設投資量を政策
変数とした社会的余剰最大化政策(以降，政策１) を分
析して，利用者が異質の場合でも toll-capital定理に 
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よって(A)の必要が無くなるかについて調べる．第二
に，toll-capital 定理によって(B)が改善されるかにつ
いて調べる．つまり，混雑料金を賦課しない場合と比
較して，toll-capital定理を用いた混雑料金政策を実施
する場合に，異質な利用者の各groupの交通量が全て
増加するような条件を調べる．ここで，混雑料金無し
で道路建設投資量のみを政策変数とした社会的余剰最
大化政策(以降，政策２)に対して，政策１を適用する
際の利用者のパレート改善条件を分析する．第三に，
toll-capital定理を用いた混雑料金政策を実施しても，
(B)が改善されない様な状況が存在する事を考慮し，
支払能力の低い利用者の余剰のみを考慮した次善的な
混雑料金政策を提案する．ここで，混雑料金・道路建
設投資量を政策変数として支払能力の低い利用者の余
剰のみを最大化する政策(以降，政策３)を分析し，政
策３から得られる混雑料金の性質，及び toll-capital
定理の成立性を調べる． 
本研究は以下の様に構成される． 

(ⅰ)直列・並列リンクそれぞれにおける，政策１から
得られる最適混雑料金，及び toll-capital 定理の
成立性の分析 

(ⅱ)１リンクにおける，政策２に対する政策１のパレ
ート改善性の分析 

(ⅲ)１リンクにおける，政策３から得られる最適混雑
料金、及びtoll-capital定理の成立性の分析 
なお，(ⅱ)に関する既存研究として，Arnott and 

Yan(2000)1)は利用者が同質だと仮定して政策１，２
の公共交通の最適料金と最適投資量を分析している．
しかし，利用者が異質の場合の分析は行っていない．
また，Arnott, de Palma and Lindsey(1993)2)は利
用者が異質だと仮定してボトルネックモデルを用いて
厚生分析を行っている．しかし，ボトルネックモデル
に限られた分析となっており定常的な交通混雑の分析
は行っていない． 
 本研究はボトルネックモデルを用いずに定常的な交
通混雑の分析，すなわち静学分析を行う．静学モデル
を用いて混雑を分析する事の正当性としては，定常的
な混雑状況を扱っているという解釈，またはVickley
(1969)型のボトルネックモデルによる混雑現象を扱っ
ているという解釈によって，全ての交通費用が静学的
な交通費用関数で表現されるという解釈ができる． 



 

２．利用者の異質性を考慮した拡張リンクにおける
混雑料金・投資政策 

 
本章では，直列および並列リンクを想定し，政策１
から得られる混雑料金および toll-capital 定理の成立
性を分析する．  

 
（１）直列リンクにおける政策１の均衡式の導出 
図１のようにネットワークを仮定する．ノード１→
２(１→３，２→３)に向かう利用者を

1(2,3)group とおく．
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図１ 直列リンク 

 
（２）並列リンクにおける政策１の均衡式の導出 
図２のようにネットワークを仮定する．時間価値の
異なる利用者をgroup ( 1,2)l l = とおく．更に各 group

でリンク ( , )m m =ⅰⅱ を選択する利用者を groupm
l とお
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図２ 並列リンク 

１階条件から得られた式(7,8)，(15,16)より，政策１
を実施する事により直列・並列リンクいずれにおいて
も，あるリンクの建設投資額は，そのリンクを通行す
る利用者から徴収される混雑料金収入と等しくなり，
toll-capital定理が成り立つ事が示された．この事から，
利用者が異質であっても混雑料金の還元(A)が toll-
capital定理によって必要無くなる事が分かる． 
 
３．利用者が異質な場合における混雑料金・投資政策
のパレート改善性 
 
本章では１リンクを想定し，政策２に対して政策１
を実施する際のパレート改善条件を分析する．  
 
（１）政策１の均衡式の導出 
図３の様にネットワークを仮定する．時間価値の異
なる利用者をgroup ( 1,2)l l = とおき，時間価値の大小
を 1 2α α< と仮定する．社会的余剰の最大化問題は  
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１階条件から得られた式(20~23)から f を消去し，政

策１の均衡解を 1 1 1
1 2( )q q K∗ ∗ ∗, , とおく． 

 
図３ １リンク 

 
（２）政策２の均衡式の導出 
社会的余剰の最大化問題は(17~19)で 0f = とした
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ものである．１階条件から得られる式を以下に表す． 

1 1 2 2

1 2

( )
1

q q T Q K
K Q

s s Q
α α + ∂ ,

=  + + ∂ 
  

(24) 

但し
( )( ) l

l

P qT Q K
l l Q qs α ∂∂ ,

∂ ∂
 = −   ( 12)l = ,  

    ( ) ( ) 0 ( 12)l l lT Q K P q lα , − = = ,  (25,26) 
政策２の均衡解を 2 2 2

1 2( )q q K∗ ∗ ∗, , とおく． 
 
（３）各政策の均衡解の比較分析 
政策１，２で大小比較する均衡解は

1 2q q K， ， の３

つである．比較する為に，各政策の３つの均衡式を同
時に空間上に表現し，各政策の均衡点の位置関係を表
現する必要がある．しかし，それは非常に困難である．
そこで以下では， ,f Kを外生変数， 1 2,q q を内生変

数とし， f K， の変化による 1q または 2q の変化を示す

条件式を調べる事によって，各政策の均衡解
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ここで，Kの均衡解の大小を仮定して，(28,29)よ
り均衡点が 2 2( 0 )lq f K∗ ∗, = , 1 1 1( )lq f K∗ ∗ ∗→ , , ( 12 )l = ,

へ移る時の 2 1
l lq q∗ ∗→ ( 12 )l = , の大小関係を分析する．

(28,29)の df dK， の係数は，３つの関数 ( )T Q K, ，
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数の形状の組み合わせと，均衡解 1 2
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大小の関係を空間上に表現する．a) 1 2K K∗ ∗> の場合，
図４左となり，b) 1 2K K∗ ∗< の場合，図４右となる．
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い)事を表している． 
a) 1 2K K∗ ∗> の場合 
・関数の形状の組み合わせが[1]のゾーンに入る時 
両groupの交通量は増加し，パレート改善が達成され
る．この時，所要時間関数の総交通量に関する勾配と，
時間価値の高い利用者の逆需要関数の勾配が大きい． 

・[2]のゾーンに入る時 
時間価値の高い利用者の交通量が増加して，時間価値
の低い利用者の交通量が減少する．これは１章に挙げ
た，混雑料金制度による利用者間の不公平を表してい
る．この時，主に所要時間関数の総交通量に関する勾
配が大きく，時間価値の高い利用者の逆需要関数の勾
配が小さい． 
・[3]のゾーンに入る時 
両group の交通量が減少する．この時，所要時間関数
の総交通量に関する勾配が小さい． 

b) 1 2K K∗ ∗< の場合 
両group同時に交通量が増加する事は無く，パレ
ート改善は達成されない． 
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a) 1 2K K∗ ∗>        b) 1 2K K∗ ∗<  

図４ 関数形状の組み合わせと均衡解の大小との関係 
以上より， 1 2K K∗ ∗> である場合に各関数の形状
の組み合わせによっては，政策２に対して政策１を実
施するとパレート改善される．つまり，条件によって
toll-capital定理を用いる事により利用者間の不公平性
(B)が改善される． 
上記の分析では 1 2K K∗ ∗， の大小に仮定を置いた．
パレート改善される状況の前提である 1 2K K∗ ∗> という
状況は有り得るのだろうか．しかし，上記の分析から

は 1 2K K∗ ∗， の大小を判別する事はできない．そこで，
1 2K K∗ ∗> という状況の存在性を調べる為に，異質な場
合の近似解として利用者が同質の場合を仮定し，政策
１から得られる最適交通量，道路投資額と，政策２か
ら得られる最適交通量，道路投資額を比較する． 
図３とネットワークは同じ．利用者は同質であると
し，α : 利用者の時間価値，Q : OD 交通量， ( )P Q : 
逆需要関数とする．政策１，２の均衡式を求めると以
下の様に表される． 
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政策２の均衡解を *2 2( )Q K ∗, とおく． 
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図５ 関数形状の組み合わせと均衡解の大小との関係 
図５より，逆需要関数の形状に関わらず，任意のR
において所要時間関数の値と勾配が共に大きい場合に
は政策２に対して政策１のQとKが大きくなる．同
質の場合に得られたこの結果は，異質の場合にも適用
可能と考えられる．すなわち，所要時間関数の勾配が
大きいときに政策２に対して政策１のQとKが大き

くなると考えられる．そして，特にその場合において
両groupの交通量が増加する状況があると考えられる．
それは，図４から時間価値の高い利用者の逆需要関数
の勾配が大きい場合である．したがって，利用者が異
質の場合に，パレート改善されるような各関数形状の
組み合わせが存在すると考えられる． 
 
４．時間価値が低い利用者の余剰を最大化する 
混雑料金・投資政策 
 
本章では１リンクを想定し，政策３から得られる混
雑料金および toll-capital定理の成立性を分析する． 

 
（１）政策３の均衡式の導出 
図３とネットワークは同じ．設定は３章１節と同じ．
時間価値が低い利用者(group 1)の余剰の最大化問題は 

[ ]1 1
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maxS ( ) ( )
q

f K

q
P q dq q P q Qf K

Q,
= − + −∫   

(36) 

s.t. ( ) ( ) ( 12)l l lT Q K f P q lα , + = = ,  (37,38) 

１階条件から得られる式は以下の様になる． 
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+
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∂ ∂144424443

  
(39) 

 
K f Q=  (40) 

(39)の右辺第１項に注目すると，政策１の混雑料金
(20)であり，第２項はマイナスなので，混雑料金(39)
は(20)より低いものとなる事が分かる．一方(40)より，
リンク建設投資額と混雑料金収入が等しくなり，政策
３の場合にもtoll-capital 定理は成立する． 
政策２に対して政策１を実施した場合に，時間価値
の高い利用者が利益を得て，時間価値の低い利用者が
被害を受ける事はあっても，その逆の状況は存在しな
い事が３章での分析で分かっている．この事を考慮す
ると，政策３の目的上，時間価値の低い利用者の余剰
は必ず改善され，時間価値の高い利用者の余剰もある
程度改善されると考えられる．ここで政策２において，
道路建設財源として利用者全員から均等にガソリン税
を賦課すると仮定すると，政策２に対して政策３を実
施する事によって必ずパレート改善が達成されると考
えられる．つまり，利用者間の不公平性(B)が必ず改
善される．この時，所要時間関数や逆需要関数の形状
はパレート改善に影響を与えない．しかし政策３の目
的上，各関数の形状がパレート改善に依存しない事と
引き換えに，社会的余剰は政策１と比較して低くなる
と考えられる．  

 
５．まとめ 
 
 利用者の異質性を考慮しても，直列・並列リンクに
おいて toll-capital 定理が成立し，混雑料金の還元(A)
が必要なくなる事が分かった．次に，１リンクにおい
て政策１と政策２の道路建設額の大小に仮定を置いた
下で，政策２に対し政策１を実施する際のパレート改
善が，リンク所要時間関数と利用者の逆需要関数の形
状の組み合わせによって達成される事が示された．つ
まり，条件によって利用者間の不公平性(B)が toll-
capital 定理により改善される事が分かった．最後に，
政策２で道路建設財源を課税するという仮定の下で，
政策３を実施する事により(B)は必ず改善され，更に
toll-capital定理も成立する事が分かった． 
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